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1--------はじめに

時代はＣＳＲ（企業の社会的責任：Corporate
Social Responsibility）の時代から、ＳＲ（組織
の社会的責任：Social Responsibility）の時代に
移り変わろうとしている。
ＣＳＲは、営利企業に、それぞれの活動の中で
人類社会や地球環境に十分配慮することを求め、
人類や地球環境の持続可能性を高めようという
ものである。これが、ＳＲの時代になると、これ
まで営利企業に求めてきたものを、非営利組織
を含む全ての組織に求めることになる。ＳＲは、
組織の社会的責任を意味するが、より具体的に
は、組織の意思決定や活動が社会や環境に及ぼ
す影響に対する責任という意味合いになる。
ＳＲの考え方を、具体的な組織運営の場面に
当てはめて考えた場合、あらゆる組織における戦
略や意思決定、あるいは活動が、常に人類社会や
地球環境の持続可能性を高める方向性に合致す
るようにコントロールされることに加え、組織
を取り巻くステークホルダーの期待や、社会に
おける倫理観を意識した経営態度が必要になる。
人類社会や地球環境への配慮といった側面

は、むしろ、営利企業において先行的にＣＳＲ
として徐々に受け入れられつつある。この考え
方が、ＳＲとして拡大されたときに非営利組織

は、初めてその影響が及ぶ範囲に入ってくるこ
ととなる。当レポートでは、ＳＲの考え方が、
非営利組織の運営の側面でどのように影響する
かといった点につき、ソーシャル・ベンチャー
経営の視点にフォーカスしつつ検討を加える。

2--------営利企業とＣＳＲ

1―言葉としての認知は高まったＣＳＲ

ＣＳＲという用語自体は、国民に認知されつ
つあると言えよう。多くの企業が、立派なＣＳ
Ｒ報告書、あるいはサステナビリティ報告書を
公開し、そこには、如何に企業が人類社会や地
球環境に配慮した経営をしているかといったこ
とが雄弁に語られている。また、新聞広告には、
製品やサービスについての説明は片隅に追いや
られ、むしろ、その企業が如何にＣＳＲ活動を
推進しているかといった姿をアピールしている
内容のものも少なからず見かけられるようにな
った。そこには、企業が多額のコストをかけて
でも自社の人類社会や地球環境への貢献をアピ
ールすることに価値を見出す姿がある。これら
は、ＣＳＲの意識も高く先頭を走る企業という
ことになろう。

2―先頭企業に台頭する一巡感

ＣＳＲで先行した企業の中には、ＣＳＲとし
て思い浮かぶことは一通り終わっているという
「伸び悩み」あるいは「中弛み」感覚が出てき
ているところもあるようだ。社内組織や制度が
整備され、ＣＳＲ活動に関するカレンダーまで
出来ているところでは、ＣＳＲに関連する社内
行事や報告書作成までもがルーティンワーク化
する流れにある。これを見て、ＣＳＲが企業経
営にビルトインされたという解釈が成り立たな
いわけではないだろうが、もし、ビルトインさ
れたものが社内行事や作業といった部分であっ
て、肝心のＣＳＲの精神的な側面が脇に置かれ
たままであるとしたならば、それは褒めすぎと
いうことになろう。
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このような状態になると、ＣＳＲ報告書、あ
るいはサステナビリティ報告書一つ取ってみて
も、会社が発行したパンフレット類の一種とし
ての位置付けになってくる。そこには、ＣＳＲ
に取り組みだしたころの、決して洗練されては
いないながらも、全社を巻き込んで展開してき
たＣＳＲ活動の成果の集大成としての意味合い
は見出しにくくなる。先行企業においては、今
後のＣＳＲの進め方について、何らかのブレー
クスルーが必要とされる段階に来ているのかも
知れない。

3―不十分な例も事欠かない

一部企業に一巡感さえ出る一方で、食品偽装
が露見するといった事例が後を絶たないといっ
た昨今の風潮を見ていると、ＣＳＲの考え方が
全ての企業に尊重され、経営の根幹に据えられ
ているとは考えられず、今後もＣＳＲの普及に
は努力を続ける必要がある。また、ＣＳＲへの
取り組みに消極的である理由として、「ＣＳＲ
は既に基盤が確立され経営が軌道に乗っている
企業でなければできない」といった言い訳も、
少なからず耳にするのが現状である。規模が小
さかろうが、業績が不安定であろうが、設立さ
れたばかりの企業であろうが、ＣＳＲを意識し
た経営が浸透するまで、継続的な啓発活動が必
要とされるところである。

3--------ＳＲの発想

1―ＣＳＲからＳＲへ

このように、日本企業におけるＣＳＲは「ま
だら模様」の展開といったところであるが、世
界の動きを見ると、社会的責任を考えた経営あ
るいは組織運営を求める範囲が拡大される流れ
が見られるところに来ている。すなわち、当初
のＣＳＲからＯＳＲ（Organization Social
Responsibility）を経てＳＲに至る動きである。
ＣＳＲでは企業に対して社会的責任を果たすこ
とが求めたが、ＳＲになると対象となる組織が

営利の組織である企業に限定されなくなり、非
営利組織を含む形で大きく拡大されてくる。
そこには、営利企業であろうが非営利組織で
あろうが、組織体であるからには、その意思決
定や活動は何らかの影響を社会や環境に及ぼす
ことになるという認識があり、それゆえ、組織
の運営は人類社会や地球環境の持続可能性に対
して十分な配慮をした形でなされることが必要
とされるという発想が出て来る。この発想の下
では、あらゆる組織体に社会的責任を果たすこ
とが求められている。

2―ＩＳＯによるＳＲ普及策

ＩＳＯ（国際標準化機構）は既にＳＲに関す
る国際規格の開発に取り組んでいる。この結果
は、ガイダンス規格ＩＳＯ　26000として2010
年頃に公表される見通しである。これは、要求
事項を含まないものであるため、認証に用いる
規格にはならず、任意での適用が想定されてい
る。現在のところ作業中ではあるが、ＩＳＯ
26000では、組織の社会的責任に対する公約を
行うことを推奨し、社会的責任の概念、定義及
び評価方法に関するガイドラインを提供するこ
とが意図されている。
なお、ＩＳＯには通称「環境ＩＳＯ」と呼ば
れる「ＩＳＯ　14000ファミリー」がある。よ
く知られているのが環境マネジメントシステム
の構築にかかわるＩＳＯ　14001であり、これ
は1996年には規格として制定され、その後改定
を経て現在に至っている。
このＩＳＯ　14001は、環境マネジメントシ

ステムに要求される必須事項を定めたものであ
る。環境マネジメントシステムでは、企業活動
などが環境に及ぼす影響を持続的に改善するた
めのシステム構築と、そのシステム改善のため
のＰＤＣＡサイクル構築が求められている。ま
た、所定の条件を満たせば、認証を受けること
ができるようになっている。
なお、前述のＩＳＯ　26000は認証を意識し

ない、いわば「お勧め」的な性格を持つガイダ



これら単純な例を見ただけでも分かるよう
に、例えば人類社会や地球環境への貢献といっ
た大義名分を掲げた非営利組織であっても、ス
テークホルダーに活動を理解してもらい、継続
的に支援してもらわなければ、社会貢献の継続
可能性は確保が難しい。
やはり、非営利組織側から積極的に情報公開や
説明責任を果たし、組織において掲げた目的に
叶う運営が効率的になされている姿をステーク
ホルダーに知ってもらう努力が必要である。こ
のような活動がなされてこそ、その組織運営が
社会的責任を意識した経営に近づくこととなる。

2―組織外からのガバナンスとＳＲ

営利であろうと非営利であろうと、その組織
が社会的責任を意識した経営をするには、経営
理念や経営戦略、さらには経営者の価値観など
様々な要素で構成される組織ごとの経営スタイ
ルを、社会的責任を意識したスタイルに合わせ
て行く必要がある。
この部分には、もちろん組織内部の努力の要
素は大きかろうが、それと同時に、組織をとり
まく様々なステークホルダーによるガバナンス
の要素も重要な役割を果たすといえよう。営利
組織の典型例である株式会社を例にとれば、そ
のステークホルダーは、株主はもちろんのこと、
最終消費者、販売や生産を担当する取引先企業、
従業員、地域住民など、企業と利害関係を持つ
関係者は多岐にわたる。とりわけ、組織外に存
在するステークホルダーは、ガバナンスの側面
で重要な役割が期待される。
ＳＲを意識した経営を非営利組織が考える場
合にも、やはり組織外のステークホルダーによ
るガバナンスは重要な役割を果たすものと考え
られる。

3―組織外からのガバナンスの典型例としての

大量保有株主の行動

市民の意識の中で、組織への外部からの影響
力行使という点で際立った存在となっているの
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ンス文書である点で、前述の「環境ＩＳＯ」と
は性格を異にする。しかし、世界で150カ国が
参加し、しかも、環境の側面で既に実績のある
ＩＳＯにおいて、ＳＲについての検討がなされ
ているがゆえに、その影響力の大きさが期待さ
れるところとなっている。

4--------営利・非営利組織とＳＲ

1―非営利組織にも問われる社会的責任

ＮＰＯなど非営利組織では、営利企業の社会
的責任の果たし方をチェックする立場に立つこ
とはあっても、自分自身の社会的責任の果たし
方をチェックされる側の立場には慣れていない
かもしれない。
また、社会貢献をするために設立した非営利組
織であるならば、その活動そのものが社会貢献で
あるので、その運営に際して特段の社会的責任を
意識する必要はないはずであるという見方も根強
くあるようだ。この見方で十分意識されていな
いのは、非営利組織とはいえ、多くのステーク
ホルダー（利害関係者）と関係をもって組織そ
のものが存在しているという部分である。
非営利組織であっても、多くのステークホル
ダーに囲まれている。非営利組織に利害関係を
持つのは、社会貢献の志を共有する組織参加者
と社会貢献活動からの恩恵を受ける受益者だけ
というわけではない。
例えば、社会貢献目的に共感を覚え、資金や労
力を提供した市民が存在する。彼らには、組織運
営のなかで資金がどのように使われ、どれだけの
社会貢献を産み出したかを説明する必要がある。
また、活動の拠点となる地域の周辺住民も利害
関係者である。彼らにも、どのような活動をし
ている組織であるかと言った点の説明は必要で
あろう。この努力が実を結べば、さらに賛同者
を増やし、資金を集めやすくなるメリットが非
営利組織側にもあるはずだ。また、収益事業を営
むのであれば、仕入先、生産委託先、販売先な
どの取引先は重要なステークホルダーである。
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が特定企業の株式を大量保有する株主による株
式会社への影響力行使の例であろう。このとこ
ろ、株式を大量保有した投資ファンドが株主の
立場から、企業に対して様々な要求を突きつけ
る姿などがニュース等を通じて市民の目に触れ
ることも多くなっている。
株主は株式を保有するがゆえに企業に対して
影響力を持つ。株主総会での議決権行使が可能
となり、また、企業の経営が意にそぐわなけれ
ば株式市場で売却も可能である。株式市場で大
量の株が売却されるようなことになれば通常は
株価下落に見舞われることとなる。その意味で、
企業からすれば、ステークホルダーの中でもと
りわけ神経を使う相手ということになる。

4―ＳＲを意識した株主の行動例としてのＳＲＩ

ＳＲＩ（社会的責任投資：S o c i a l l y
Responsible Investment）とは、人類社会や地球
環境に配慮し、その持続可能性を高めることに
貢献できているような経営をしている企業を選
別的に株式投資の対象とするといった投資活動
を通じ、投資家がより良い社会創りを後押しで
きる手段として捉えられている。すなわち、こ
の場面で、投資家は株式の投資対象を選別する
という行為を通じて、企業に対して、投資家の
価値観に叶う企業経営をするように影響力を行
使している。
ＳＲＩは、大掛かりな調査体制やポートフォ
リオ組成についての高度な投資スキルが必要と
されるので、機関投資家が行うことが通例であ
る。そのため、個人投資家がＳＲＩに参加する
には、投信の購入など、機関投資家の運用する
ＳＲＩファンドに出資をすることが最も簡便な
方法となっている。
個人投資家の独自の価値観から、企業の人類
社会や地球環境への貢献を評価して独自に株式
投資を行うことを筆者は「草の根ＳＲＩ」と呼
び、株式市場に一般市民の意思を反映させる道
筋として、意味あるものと考えている。
このＳＲＩは、ＳＲを意識した株主行動の典

型である。ただし、これは、一般的には株式市
場のメカニズムを通じた投資家による影響力行
使であり、その対象が株式を公開している営利
企業に限定されている。そのため、そこでの関
心は、企業の社会的責任であるＣＳＲにフォー
カスされている。その意味では、営利・非営利
を問わず社会的な責任を考えるＳＲの枠組みか
らすれば限定的な位置付けになる。

5―直接の利害関係を持たない市民からのガバ

ナンスの例

インターネットの発達は誰でも社会に向けて意
見が表明できる機会を拡大し、また、同じ価値観
を共有するグループをインターネットの世界に出
現させた。もちろん、価値観の異なる市民の間の
意見交換もインターネットの世界では活発に行
われている。このなかで、「インターネット世
論」とでも呼ぶべきものが形成されている。
この環境の下で営利・非営利にかかわらず、

ステークホルダー概念には拡大の傾向が見られ
る。あらゆる組織は、株主でもなく、金銭的支
援者でもなく、顧客でもなく、地域住民でもな
く、直接の受益者でもない、価値観のレベルで
「意見を同じくする市民集団」からのガバナン
スを受けている。このインターネット世論には、
既に非営利と営利という区分は、あまり意味を
なさず、その時々の議論がなされている。
不祥事を起こした営利企業についてはいうに
及ばず、社会貢献を目的に活動する非営利組織
であっても、その行動の仕方が受け入れられな
いときには大きな議論が巻き起こることとな
る。このインターネット上の議論への対応のな
かで、組織の資金収支や販売する物品の原価構
成といった様々なディスクローズ資料の公表を
組織が迫られるといった例も出てきている。

5--------ソーシャル・ベンチャー経営とＳＲ

1―ソーシャル・ベンチャーとは

ソーシャル・ベンチャーとは社会貢献を目的
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として設立され、社会起業家（ソーシャル・ア
ントルプレナー）により経営される組織である。
社会貢献を目指しつつも、寄付金や補助金頼み
の経営をするのではなく、組織自身の持続可能
性の確保や社会貢献に必要なキャッシュフロー
については、事業を営むことで自ら生み出す仕
組みをもった組織である。また、その組織の形
態は、社会貢献を最重要の経営目標と位置付け
るのであれば、ＮＰＯのような非営利団体組織
であろうと、営利企業で一般的な株式会社組織
であろうとかまわない。
そのため、ソーシャル・ベンチャーでは同一
組織内にキャッシュフローを生み出すためのビ
ジネス・モデルと社会貢献をするための社会貢
献モデルを併せ持っている。なお、ソーシャ
ル・ベンチャーのタイプにより、ビジネス・モ
デルと社会貢献モデルが重複（事業を行うなか
で社会貢献がなされる）しているケースと分離
（事業で産み出した資金を別領域の社会貢献に
投入）しているケースの両方がある。

2―ソーシャル・ベンチャーの戦略モデル

前述のようにソーシャル・ベンチャーは同一
組織内にビジネス・モデルと社会貢献モデルと
を併せ持つ。そして、それぞれのモデルは、独
自に事業環境と社会貢献環境という二重の環境
条件に接することになる。
したがって、それぞれのモデルが効率的にキ
ャッシュフローを産出し、また、社会貢献成果
を産出するには、それぞれが接する環境条件に
上手く適合することが必要となる。
したがって、ソーシャル・ベンチャーにおい
ては、社会貢献のドメインと事業のドメインと
が重複していない限り、キャッシュフロー獲得
のパフォーマンスを挙げるための戦略と、社会
貢献のパフォーマンスを挙げるための戦略とが
二重に存在することとなる。
なお、ソーシャル・ベンチャーは、スタート
時点での姿を見た場合、事業性を強く意識した
非営利組織と、社会性を強く意識した営利組織

とに大別できよう。
前者の場合は、例えば、ハンディキャップの
ある人を雇用するために収益事業を営むといっ
たように、社会貢献のドメインと事業のドメイ
ンが表裏一体となっている例が多いようだ。後
者では、収益事業が出来上がってから社会貢献
に目覚めたような場合、その収益のかなりの部
分を事業そのものとは無関係な社会貢献に投入
するといったように、収益獲得のための事業の
ドメインと、社会貢献のドメインとが分かれて
いる場合もあり得ることとなる。戦略の二重構
造性が明確なのは、この場合である。

3―ソーシャル・ベンチャーの戦略とＳＲの発想

これまで、ソーシャル・ベンチャーには社会
貢献に対する熱い志を持った良き市民の集団と
いうイメージがある。また、組織構成員の間に
も社会に役立つ存在としての自負もある。さら
に、その経営者である社会起業家には民衆の尊
敬の念を集める人物も出てきている。それだけ
に、その存在や活動の意味合いに根本的な疑問
を持たれたり、財政状態や活動実態について、
組織外部から詳細な公開を強く迫られるといっ
たことには不慣れであっても不思議はない。
しかし、ＳＲの枠組みのなかでは、様々な経路
を通じて多様な意見の持ち主からのガバナンスを
受けることや、ソーシャル・ベンチャー側から外
部に向けて積極的に情報を公開したり説明責任
を果たすといったことが必要となってくる。
この観点からすれば、ＳＲの枠組みは、ソーシ
ャル・ベンチャー内で行われる、全ての意思決定
や行動に際して真っ先に考慮されるべき事がらと
して位置付けられる。ソーシャル・ベンチャーの
目的が社会貢献であったとしても、それは、ＳＲ
の枠組みの範囲内で行われることが必要とされ
る。すなわち、人類社会や地球環境に新たな悪
影響を及ぼしながら特定の社会問題解決がなさ
れるといった構造は成り立たなくなる。
また、組織と社会との関係を考えれば、より
多くのステークホルダーに対する配慮が当然に
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要求される。組織とは直接の利害関係を持たな
い市民集団が形成する世論にも目を配る必要が
でてくる。インターネット上に形成される議論
が、組織にとって強力なガバナンスの勢力とし
て登場することも想定する必要がある。
ソーシャル・ベンチャーは、キャッシュフロ
ー獲得のための戦略と、社会貢献のための戦略
を同時に追及する存在であるが、ＳＲの枠組み
には、この両戦略の策定や実行に当たっての前
提条件、あるいは制約条件としての位置づけが
与えられることとなる。（図表－1）

6--------おわりに

ソーシャル・ベンチャーが十分なパフォーマン
スを発揮するには、組織や社会貢献活動の持続
可能性を確保するのに必要なキャッシュフロー
確保のための戦略と、より良い社会貢献をするた
めの戦略という、二重構造の戦略が必要である。
また、これら戦略が有効に機能できるか否と
いう点と組織の構造とは密接な関係を持つこと
から、ソーシャル・ベンチャーの経営者である
社会起業家は、二重構造の戦略を機能させるに
相応しい組織構造を常に維持する必要がある。
そのためには、社会起業家には、戦略の立案か
ら遂行に至る一連の行動に関与するのみなら
ず、それを実行するための組織等のデザインを
も行うことが求められる。
その際の大きな枠組みが、ＳＲということに
なる。社会起業家は、ソーシャル・ベンチャー
の経営に際して、常にＳＲという枠組みのなか

で意思決定を行い、また、行動を行うことが必
要となる。
すなわち、人類社会や地球環境への配慮とい
った条件を満たすなかで最大限のパフォーマン
スが得られるであろう戦略を形成し、組織構造
を整え、組織活動を引き出すことが要請される。
そのプロセスが、ソーシャル・ベンチャーとし
ての行動をＳＲの枠組みに合致させつつ、パフ
ォーマンスを上げる経営の仕組みとなるはずだ。
これまで、ソーシャル・ベンチャーを例にと
って、ＳＲ時代の経営を考察してきたが、この
エッセンスは非営利組織一般にも拡大できる余
地があろう。
本来的に社会貢献を追求しているはずの非営
利組織においては、その存在や活動そのものが
社会貢献であるといった発想がある。しかし、
特定領域の社会貢献あるいは、関係者の間だけ
で共有されている「正義」の追及が、一般の市
民感覚からすれば遊離してしまうリスクは否定
しえない。ＳＲの枠組みからすれば、市民社会
に容認されない形で、特定の社会貢献に向けて
突き進むといった場合に、抑制方向での力が働
くはずである。
非営利組織はＳＲの枠組みから外れた場合、

組織固有の社会貢献目的が一般市民からの支持
を得ていない色彩が強まり、存在のための正当
な理由を探すことが難しくなる構造を持ってい
るといえよう。
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［図表－1］ソーシャル・ベンチャーの戦略とＳＲの枠組み

（ＳＲの枠組み） 
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（ソーシャル・イノベーション） 

（再投入） 

（キャッシュフロー獲得戦略） 
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